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国際法秩序における一方的約束の意義

村　上　太　郎

一　序

二　一方的行為の対抗力と拘束力

三　一方的約束の法的拘東力

第三国に権利を付与する条約の効力

「国際交渉の中での約束」および「法廷での宣言」との区別

「必要的」一方的約束と「社会的」一方的約束

約束国の「意思」と「公然性」

一方的約束の法的拘束力の法的基礎

　四一結び

一　序

　国際法の規則は，通常，条約の締結によって生成されるが，それはその諸国

家の利益の妥協の産物であると同時に，その諸国家の後の行動を方向付けるも

のとなる。他方，国家が本質的に利益を追求するものであるならば，その一方

的行為の発生を阻止することはできないであろう〔I〕。

　国際法上の一方的行為（1eS　aCteS　uniユatεrauX）とは，通常，ある単独の国

際法主体が他の国際法主体に対して相手国の合意なしに一方的に行う行為をい

㌔国際社会は従属的関係にはない（！〕のであるから，この種の行為は原則的に，

国際法に基づくか他国の承認（黙認）が必要であろう。その一方的行為の中で

も，国際法上の法的効果を発生させる意思の表明であり，かつ，国際法規範が

それに対応する法的効果を発生させるr一方的法律行為」（1es　actes　juridiques

uni1at；rauX）（3）とそのような意思の表明を含まない「一方的事実行為」とに分

けることができよう。
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　「一方的法律行為」には，一定の主張，行為，事態を合法的とは認めない意

思表示であり自己に対する権利侵害やまたはその威嚇が行われている状況に行

われる行為でありそれによって自己が権利を主張できる可能性を保持するはた

らきをする「抗議」，ある状況や行為の遂行に必要上参加しなかった法主体が

その事態や行為が自分に対抗力があることを受け入れる手続きであるr承認」，

本稿の主題である「約束（一方的約束）」，国家が要求，権利，権限，権力な

どを捨てることによりその結果それらの存在がなくなるはたらきをする行為で

ある「放棄」があるとされる（4）。

　その一方的約束（1a　promesse　uniユatεrale）とは，ある法主体が相手国の

合意なしに将来に関して自己が拘束される内容をもった意思を表示する行為を

いう。その典型的な例が周知である一九七四年の「核実験事件」におけるフラ

ンスが行った自国の大気圏核実験停止の一方的宣言である。国際司法裁判所は，

この宣言の法的拘束性を認めもって原告側の訴えの利益が消滅したとし，核実

験の違法性についての半1」断を個別化した（ミ）。

　このような「自己拘束的」一方的行為は，国家の利益追求的性格に鑑みれば

不自然であるが，国際社会の共通利益と国益との対立的関係および補完的関係

という両面性を理解することにより約束国の動機を説明できよう。しかしなが

ら，その法的効果が，一般国際法に基づいて発生すると解するか一方的約束自

体で自律的に発生するとすると解するか，もしくは法的効果を有しないと解す

るか，学説上争いがあり（ω，そしてこの種の約束が国際法上，希であることが

この問題の解決に困難をもたらしている。

こ一方的行為の対抗力と拘束力

　二方的行為というものは他国の意思とは無関係に権利義務関係に変動を与え

ようとする行為であり，このような特殊な性質を有する以上，その有効性は厳

しい制限のもとに置かれる。とくに，相手国に対して自国の権利を要求または

創設する一方的行為における法的効果は，当該行為と国際法規則との関係，他

国の態度，他国による関連国際法規則の評価，行為国の意思などの諸要素によっ

て決定され，そしてこれらの条件は原則として累積的である〔7〕。

　いずれにせよ，国際紛争が国家の権利義務の確認，変更，改廃，創設などに

連関する以上一方的行為に関する争点もこのような権利義務的側面から分類可
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能であろう。すなわち，一方的行為の争点としては，第一に行為国の権利が問

題となる局面（一方的行為の対抗力），第二に行為国の義務が問題となる局面が

考えられる（一方的行為の拘束力）。

　国際法における「対抗力」（opposabilit；）の概念は発展状態にある。国内

私法上の「対抗力」とは，当事者問においてすでに効力の生じている権利関係

を第三者に対して主張（対抗）することができる法的効力（たとえば不動産の

売買における登記の公示力）をいう（呂〕。この場合，ある一定事態が第三者に対

して「直接的効果」を及ぼすのではなく，既存の実定法規の介在によってある

法主体が当該事態の尊重を要請されるという「間接的効果」があるといえ孔

　それに対して，国際法上におけるそれはより広い概念として使用されている

ようにみえる。というのも，国内法においては契約の義務の第三者効力は，契

約が第三者に義務を自ら発生させるという意味で（直接的効果），「対抗力」で

はなく「義務の拡大」として説明される一方〔昌〕，国際法においては，たとえば

「北海大陸棚事件」では大陸棚条約第六条の非当事国たる西ドイツヘの第三国

効力に関して対抗力の概念が用いら〃ω，「安保理決議二七六に反してナミビ

ア（南西アフリカ）に居座る国家による法的効果」（「ナミビア意見」）にお

いては安保理決議二七六の第三国効力について対抗力で説明され（u〕，「国境紛

争事件」（ブ㍗キナファソ対マリ）においては判決の第三国（ニジェール）効

力に関して対抗力がないと判示され（1呈〕，条約・決議・判決などの法的拘束力の

第三国への拡大（直接効果）にまで対抗力の概念を援用しているようにみえる

からであ孔しかしこれは対抗力という概念が，問題を紛争当事国間に限定し

て扱うために，また，ある法規が一定領域において有効であることと一般国際

法上有効であることとを正確に区別するために便宜的に用いられているとも解

されよう（／3）。

　このように，国際法における対抗力の概念には二つの内容が混入されており，

その原因は国際法規則が多くの場合不明確であるために，あるいは，それに加

えて法や事実の評価が基本的に各国に委ねられているという国際社会の構造ゆ

えに，しばしば区別が困難であるといえる〔’4〕。だがいずれにせよ，本質的なと

ころは国内法の概念と同質であると思われる。つまり，ある法主体が行った何

らかの行為の結果についてその行為に参加していなかった第三国に対してその

有効性を主張しうる効果，これが「対抗力」と考えられる〔’5〕。
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　したがってこれを一方的行為に適用すると，その場合の「対抗力」とは，一

方的行為の行為国が相手国（第三国）に対してその行為の有効性を主張しうる

効果を意味する。たとえば，一九五一年の「漁業事件」におけるノルウェーの

一方的な直線基線の確定方式に関して国際司法裁判所は，「この事実の公知性，

国際社会の一般的容認，北海におけるイギリスの地位，この問題についてのイ

ギリス自身の利害関係，イギリスの長期にわたる意思表示の回避などによって，

いずれにせよ，イギリスに対するノルウェーの国内措置の実施は是認されたと

いえるであろう」と判示した（蝸〕。また，一九七四年のr漁業奮轄事件」におけ

るアイスランドの一方的な排他的経済水域の拡張行為に関して国際司法裁判所

は，アイスランドの一方的行為は，公海に関するジュネーブ条約第二条に規定

されている「公海の自由」および「他国に対する合理的配慮」に違反するとと

もに，一九六一年の両国の交換公文にも違反するとした。そして，アイスラン

ドの五○カイリもの排他的経済水域の拡大は，イギリスに対して対抗できない

（are　not　opposab1e　to）と判示した（17〕。このように，他国に対して義務を強

要または自国の権利を主張する一方的行為は，通常，条約や慣習国際法などの

実定国際法に基づくか他国の承認または黙認が存在す一ることがその有効性をも

たらすと考えられる（ユ月〕。

　一方，r拘束力」（1a　fo。。。obligatoi．e）とは法主体の行動を強制的に規律

する作用（直接的効果）と定義されるであろう。なお，その内容については

「実効性」と「法的拘束力」の区別，すなわち，「社会学的意味での法命題の

“妥当”は，諸々の事実についての経験的な蓋然性を示す範例であり，法学的

意味での妥当は，一つの論理的妥当である」〔旭〕という点を認識しておく必要も

あると思われる（珊〕。

　ゆえに，国際法におけるr対抗力」とr（法的）拘束力」の概念の相違とし

ては，第一に，対抗力は当該行為に参加していない第三国に対する効果である

のに対し，法的拘束力は行為国自身に対する効果を意味する点，第二に，対抗

力は広義の概念（直接的効果）と狭義の概念（間接的効果）の両者を含むが本

来は後者のはたらきを指し，対して法的拘東力とは行為国に対する直接的効果

を意味する点が指摘されうる。そして，これを踏まえると，「承認」または

「黙認」は対抗力に関連する一方的行為であり「一方的約束」は拘束力に関す

る一方的行為であると一見混同しやすい両者の相違を理解しうるであろう。
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三一方的約束の法的拘束力

　1　第三国に権利を付与する条約の効力

　条約により第三国に対して権利を付与する行為は，自国が一方的に法的義務

を負うという点で複数の国家による一方的宣言と同じ性質を有すると思われ

る（ミ’）。これに対して，一方的約束は外部に対して向けられる一方，条約はその

当事国間でこの法的効果の本質を生み出すとし，一方的約束によって創設され

うる義務と第三国のために創り出される権利とを区別しなければならないとす

る立場もある〔盟〕。だが，第三国に権利を付与する規定の他の条約当事国と当該

第三国とに対する両面性を考えれば，右の立場はそのうち前者の局面のみを考

慮にいれたものにすぎないといえ乱

　この問題に関して，I　L　Cでは第三国の同意の必要性について立場が二分し

た。

　まず，権利の付与の場合であってもやはり第三国の同意が必要とする立場に

よれば，条約の当事国が条約を守っている間はその第三国はそれによって「利

益」を得ていることができるが，もし当事国が条約を破ったとしても，第三国

は権利侵害を主張することはできずあくまで条約当事国問の問題にとどまるこ

とになる。対して，Fitzmaurice委員らは，権利を付与するのに第三国の同意

は必要ないとする〔盟〕。その根拠は，第三国のために権利を創設してはならない

国際法上の規則はない，というものである（「法律行為自由の原則」，「上部サ

ヴォアとジェックスの自由地帯事件」常設国際司法裁判所判決（別〕，条約法条約

に関するハーバード草案（2ヨ）でもこれを確認）。

　しかしながら，前者の意見は，第三国が意思に反してまで条約の当事国にな

る可能性を懸念し特に権利と義務とが密接に関連している条約においては黙示

的に義務を負ってしまう危険性がある，というフィンランド代表のカステレン

の発言（珊）に反映されており，対して後者の意見は，権利が大多数の国に与えら

れる場合を想定しそのような場合，条約中で権利行使のための条件を設定して

おり逐次同意を与えずとも同意を推定するだけで十分である，というポーラン

ド代表の意見（’7〕に反映されている。この両者を比べてみると次のようにいえる。

前者は第三国の意思のかかわりなく条約当事国が第三国に権利を付与すること

が一般原則として認められるかどうかを問題にし，それに対して否定的に答え
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でいる。他方，後者はどちらかといえば第三者が利益あるいは権利をすでに行

使している場合もしくは行使することを前提にして同意が推定されるか否かを

問題とし，それに対して肯定的に答えているのである（盟〕。ここで後者が第三国

の同意の推定に肯定的であるからといって，それがそのまま「第三国の意思に

かかわりなく条約は第三国に権利を付与しうる」という一般原則までもを承認

していることにはならないであろう。特に「受諾不必要説」の立場に立つと条

件付き権利付与の場合に国家が意思に反して義務を負うという困難が生じる（鋤。

条約法条約三六条二項でも「ただし，条約に別段の定めがある場合は，この限

りではない」と規定し「受諾必要説」が妥当する局面を想定している。

　結論として，ある条約によって第三国に権利を付与される規定が存在してい

ても，当該第三国はその権利を受諾するかしないか自由に決定できるといえる。

国家実行上もたとえば，前記「自由地帯事件」判決において，「第三国のため

の規定が第三国に対する実際の権利を目的としたものと容易に推定することは

できない。しかしながら，国家主権がそのような目的や効果を有することを禁

止する国際法は存在しない。多国間の文書の下で取得された権利の存在につい

ての問題は，それゆえ個々に決められるべき問題である。確認されなければな

らないことは，第三国に有利な規定を設けた国は，第三国がそのようなものと

して受諾した実際の権利を，後者のために生ぜしめることを意図していたかど

うかである」（㎜）と判示し，第三国の受諾を条件としている制・㌔

　2　「国際交渉の中での約束」および「法廷での宣言」との区別

　さて，一方的約束といった場合，次の二つの近接概念と区別する必要がある。

　まず第一に，「国際交渉の中での約束」である。これは，相手国との外交交

渉の文脈でなされた文書または口頭による約束をいう。この種の約東は，外交

交渉という二国間関係の枠組みでなされること，相手国の受諾の有無如何によっ

て約束の価値が得喪することなどから，その法的拘束力の根拠には「合意は拘

束する」が当てはまることになろう。つまり，従来からいわれている「形式的

には一方的だが実質的には合意」である約束である〔31〕。

　たとえば，「東部グリーンランド事件」においてはノルウェー外相イーレン

が「ノルウェーはこの問題の解決について障害をもたらさないであろう」とい

う口頭での声明を発したが，これは両国の国際交渉の状況において，東部グリー



国際法秩序における一方的約束の意義 37

ンランドに対する主権が自国にある旨のデンマークの主張に対する実質的な返

答を構成すると解される（3里）。また，「東部カレリアの地位に関する勧告的意見」

においては，ソ連・フィンランド間のドルパット講和条約締結の際に発せられ

た「東部カレリアの自治に関するロシア代表の宣言」が問題となったが，裁判

所はこの宣言が法的拘束力を有するのは当該宣言が契約的性質を有する場合に

限られるとした（甜〕。「アルバニア少数者学校事件」における常設国際司法裁判

所・勧告的意見では，フィンランド，リトアニア，ラトニア，エストニア，ブ

ルガリア，ギリシア，イ・ラクらがなした「少数民族保護宣言」について，これ

が国際連盟総会決議による少数者保護の勧告を受諾した一種の契約的性質を有

するものであると判断した（別〕。最近の例では一九九三年一二月五日，北朝鮮が

I　AEAの核査察を受け入れる旨の約束をしたがこれも国連の核査察要求とい

う行為に対する返答である（33）。いずれも実質的には「合意」と解される。

　第二に，「法廷での宣言」との区別も必要であろう。これは，国際裁判の法

廷における宣言や裁判手続きの一環として行われるヒヤリングの際の宣言など

である。

　たとえば，rマブロマチス事件」第二判決の際に，イギリスが口頭手続中に

行った「英国政府がマヴロマチスのエルサレムにおけるコンセッションに関し

て実施する用意があるしまた進んで行う」という宣言に対して，．裁判所はこれ

が法的に拘束する点は疑えないと判示した㈱。また，「上部シレジアにおける

ドイツ人の権益に関する事件」において，裁判所が行ったヒヤリングにおいて

ポーランドがある特定地域については収用を行わない旨を宣言したことに対し

て，裁判所はこれらの宣言の全ての法的拘束性について疑いを有しない，と判

示した〔馴〕。「サン・ローラン湾における密漁事件」仲裁判決においてフランス

政府が「決められた割当量以上にタラを捕獲しない」と口頭手続中に行った宣

言について，仲裁裁判所はその法的拘束性を容認した㈱。「グレートベルト通

航事件」（仮保全措置）においてデンマークが口頭弁論の際に「一九九四年ま

ではグレートベルトの航行の妨害をなすいかなる建造物も立ナこないだろう」と

保障したことに対し，裁判所はこれをもって仮保全措置命令を下す必要性を失っ

たと判断した（3ヨ〕。

　a／le㎎ans　contraria　n㎝audiendus（裁判所で矛盾することを申し立てる

ものは聞かれるべきではない）（側〕。これらを「核実験事件」のおけるフランス
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の一方的約束と並列する立場もあるが（』’），これらの宣言は裁判という双方的な

形式的行為の一環として行われるものでありまたそれらには裁判所の権威が直

接含まれているのであるから，厳密な意味での一方的約束とはいえないと解せ

られる（硯〕。

　3「必要的」一方的約束と「社会的」一方的約束

　以上のような「約定」・「宣誓」とは異なり「純粋に一方的な約束」もいえる

約束が存在する。この宣言は「国際交渉の中でなされない」（not　made　with－

in　the　context　of　internationaユmgociations）（蝸）性質を有し，かつ「裁判所

の外で」（outside　the　Court）（棚行われた約束をいう。

　一方的約束の法的拘束力を考える際の最も重要な要素は約束国の「意思」で

ある（蝸〕。

　たとえば「北海大陸棚事件」では西ドイツが大陸棚条約第六条（等距離原則）

に拘束されるかが焦点となった。同条約に署名はしたが批准はしていない西ド

イツは，一九六四年一月二○日の声明で，自国が大陸棚条約に基づいて天然資

源の探査と開発のための大陸棚に対する主権的権利を確証し，近いうちに批准

の憲法的基礎を作るために条約加入の法案を立法府に提出する用意がある，と

宣言した。これに関して，デンマークとオランダは同宣言によって大陸棚条約

第六条（等距離原則）が西ドイツに義務的になったと主張した（4目㌧国際司法裁

判所は次のように述べた。

　「右の主張に関しては，明らかに，連邦共和国のような立場にある国の側の

きわめて明確で，首尾一貫した一連の行動だけが，裁判所によるその主張の支

持を正当化しうるにすぎないであろ㌔そして，もしこの一連の行動が存在し

ていたとすれば，すなわち，条約の制度の適用性に対する明白な受諾または承

認の真の意思があったとすれば，なぜ条約を批准することによってその意思を

表明するという明確な手段を用いなかったのか，という疑問が生じる。……こ

のような正式な手続きをとらなかった国が他の手段によって義務を負うことは

容易に推定されてはならない。」（珊〕

　上からいえることは，条約などの通常の「合意」の方式をとることができる

局面においてそれを行わなかったということは，約束国には法的義務を負う意

思は存在し難いということである（蝸）。こう考えれば，一方的約束によって法的
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義務を負う意思が認められる場合というのは，通常の「合意」の形態をとるこ

とが困難であるという特別事情がある場合のときであり，そこにこそ真の「一

方的約束」が作動する領域が存在すると考えられる〔珊〕。そしてそのような場合

にまで約束の法的拘束力を否定する国際法は存在しない（法律行為自由の原
貝！」）（冊〕o

　そのような局面は次の二つに分類されると思われる。まず第一に，他に義務

を負うことが実際上不可能である場合（「必要性」n；CεSSitε）であり，第二

に社会的に望ましい結果が予想される場合（「社会性」SOCia1it；）である（5’〕。

　第一の局面としては，たとえば約束国と名宛国とがある問題について全く異

なる立場をとっていたり同じ交渉の場に座ることが不能なため外交交渉が不可

能である場合や（硯〕，ある条約に加入したいがそうすると他のある非締約国との

関係を悪化させるという理由によりまた自国の敵対国に事務局が置かれている

など種々の事情により一方的約束をなす場合（醐，または緊急的必要性に駆られ

た場合などが想起される。第二の局面としては，国際社会全体に対して社会的

義務（ob1igtion　erga　omnes）を負う場合が適合しうる。「核実験事件」にお

けるフランスの大気中核実験の中止という地球環境保護に資する一方的約束が

該当しうる（㌔国際社会全体と合意を形成するなど不可能であるからであ孔

　ところで，第一の類型（必要性の一方的約東）も最終的には名宛国の意思に

左右されてしまうだろう。なぜなら，第三国に権利を付与する条約の効力のと

ころで論じたように，権利を受諾するかしないかはその国の自由意思に任され

ているからである。Suy教授も次のように述べる。

　「約束は第三者の，またはあらゆる場合，約束が向けられている権利の法主

体である国々や直接の利益を受ける国々の認知（COmaiSSanCe）を導かなくて

はならない。すなわち，これらの国々がそれを認知する必要がある。それゆえ，

約束は受領（r；c；ption）の規制下におかれる一方的行為なのである。」（冊〕

　つまり「一方的約束」が有効であるためには，受益国にそれが「認知」され

る必要がある。たとえば，ある国が金銭的な給付を与えることを他の国家にし

た場合，もし，それがその国にとって必要ではなかったり，その給付の条件が

好ましいものではなかったりした場合など，その「一方的約束」が相手国に不

利益を与えるようなものである場合に問題が生じうる。しかしながら，そのよ

うなものは約東ではない。Rebus　sic　stantibus　omnis　promissio　inte11egitur
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（約束はすべて事情がこのような状態にあり続ける限りにおいて，理解され

る）（醐。その場合は，受益国の信頼が欠如しているしまた受益国の拒否の意思

表示があるであろう。その結果，その約東は価値を失う。名宛国の意思に依存

する限りそれは厳密な意味における一方的約束ではない。

　4　約束国の「意思」と「公然■性」

　そうではなく，ある一国の意思に左右されえない，「真の一方的約束」とも

いえるものが存在する。それが「核実験事件」におけるフランスの一連の大気

圏核実験停止宣言である。この半1」決において，「一方的宣言」の法的拘束力に

関して次のように述べられている。

　「法的または事実的状況に関する，一方的行為による宣言が法的義務を創設

する効果を有する場合があることはよく理解されていることである。この種の

宣言は，特別な場合があるし，またしばしばそうである。その宣言の言葉に従っ

て拘束されるようになるべきであるというのが宣言国の意思であるときには，

その意思は宣言に法的約束の性質を付与し，その結果，その国家はその宣言に

一致した行動を今後とることを法的に要請されるのであ乱この種の約束は，

公然と行われかっ拘束される意思を有する場合には，たとえ国際交渉の状況で

なされたものでなくとも拘束力がある。このような状況のもとでは，約因のよ

うなものや他国の受諾や反応などは，宣言が効果を発生させるためには必要で

はない。なぜなら，このような条件は国家による宣言がなされた場合の法律行

為の一方的性質に厳密には矛盾するからである。」（57〕（傍線は筆者）

　すなわち，「一方的約束」が法的拘束力を有する要件として国際司法裁判所

が挙げたのは，①宣言国の意思と②宣言の公然性であり，他国の受諾や反応は

必要ないとしたのである㈱。

　まず第一の要件である「意思」解釈に関して論じる。

　これに関して，一方的約束の場合は真の意図は約束国のみが知りうるという

理由で名宛国保護のため文言解釈を重視する立場もある（朋〕。しかし，一方的約

東の場合が「合意」の可能性・困難性に依存するとすれば，宣言の「文言」の

みならず約束がなされた「状況」も考慮する必要があり（㎝〕，また「非法律的約

束」との区別の必要性（昌’〕および「制限的解釈の原則（冊〕がこれを補強する。

　たとえば，一九八六年の「ブルキナファソ対マリ国境紛争事件」においては，
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マリ首相の次のような一方的宣言が問題となった。

　「マリは，一二四○○○○平方キロに拡大し，一五○キロの長さの領域の切

れ端に対して争うことを正当化しない。たとえ，アフリカ統一機構の委員会が，

これに反対して，国境線がバマコを通ることを決定したとしても，私の政府は

その決定に従うであろう。」（硯〕

　国際司法裁判所は当該宣言の法的拘東力について次のように判示した。

　「一方的行為の行為国の意思を評価するために，その行為がなされた状況を

全て考察する必要がある。たとえば，「核実験事件」においては，フランスの

核実験の継続可能性の点で，利害関係国は原告のみではなかったか．ら，フラン

スの一方的宣言が「原告も含めて世界に広く，これらの実験を停止する有効な

意思を伝えられた。」（ICJ　Reports1974，p．269，para．51，p．474，para．53），

と裁判所は見解を示した。このような特別な状況においては，フランスは一方

的宣言によってのみしか拘束される意思を表明できなかったのである。原告の

それぞれと，自己の行為の合法性についての争いを危うくすることなく，交渉

による解決を受諾しうる方法には困難があった。

　本件の状況はこれと根本的に異なっている。すなわち本件の場合，事件当事

国は，通常の方法つまり双方的な基礎に基づく正式の合意によってアフリカ統

一機構・調停委員会の決定が法的拘束力があることを受け入れる意思を表明す

ることができたはずである一。したがって，当事国問で正式な合意が締結されな

かったのであるから，裁判部は，一九七五年四月一一日のマリ元首の宣言を法

的な意味を有する一方的宣言と解釈することはできない。」（硝〕

　また「ニカラグアにおける米国の軍事的・非軍事的行動事件」（本案・一九

八六年）においては，人権尊重・自由選挙の実施等に関する米州機構の勧告決

議を受けて出されたニカラグアの書簡について，当該決議が法的拘束力を有し

ないことまたこれが国内問題にすぎないことなどから，それが単なる意思の表

明にすぎず法的な約束であることを否認した（鋤。「核実験事件」におけるフラ

ンスの一方的約束についても，たしかに文言のみを見れば㈱単なる政治的政策

の発表にすぎないとの批判もある（帥〕。しかし，これら一方的約束が同事件の裁

判手続きが行われている時期になされたこと，同じ内容の約束が繰り返された

ことなどの「状況」㈹がこの批判を緩和する。

　次に，第二の要件である「公然性」を検討する。
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　このような真の意味のr一方的約東」の起源は，ローマ時代にさかのぼる。

ローマ法においては，「片約」と呼ばれていた。「片約」とは，将来に関し絶え

ず努力することを義務づける意思の決定をいう。この種の意思表明は，絶対的

または条件的に拘束力を有するが，相手方に権利を与えないとする（硯〕。個人に

対する片約には，拘束力が与えられていなかった。しかし，ローマ法上，例外

的に当事者の一方的意思表示により相手方の承諾を必要とせずに債務関係が発

生する場合がある。それには，次の二つがある。

　第一は，「寄進の中込」（VOtum）すなわち，神に金額または物を献納すべき

申込である。申込者はかかる申込により神に対して債務を負うものとされ，そ

の神の祭官は訴訟によって申込の給付を請求することを得る。第二はr寄付の

申込」である。これは，都市のためにその建造物を建造することまたはその都

市の官職を得たことに対する報酬としてもしくは官職を得るためにこれに金額

を寄付すべきことを中し込む場合であって，これによって申し込み者は債務を

負担することになった。つまり，例外的に，公の利害関係に関する重大な場合，

すなわち公法人および神に対する金銭労務の提供を内容とする場合のみぞの効

力を認められて，特別訴訟手続きで訴えられたのである（冊㌧

　また，「片約」については，グロチウス『戦争と平和の法』第二巻第十一章

「三・自然法によれば片約は拘束力を有するが，それによって他人は権利を取

得しない」の項で述べられてい乱それは以下のようであ乱

　「第二の態様は，意思が，意思の継続の必要を示すに充分な表示で，将来の

ことに関して決定する場合である。これは国民法規を考慮しなくとも，絶対的

または条件的に拘束力を有するが，相手方に，本来的意味における権利を与え

ないところの片約ポルリキタチオ（po11icitatio）と称しうるものである。け

だし多くの場合において，慈愛と報恩の義務（debitum）で明らかなように，

また信義誠実（c㎝st㎝tia　sivθfidehtas）の義務（debitum）に類似するよ

うに，我々自身に対しては義務（obhgatio）を生ずるが，他人に対してはな

んら権利を生じない場合が起こるからである。それ故，かかる片約によっては，

片約をなしたものの財産はこれを保留することができるが，自然法によって片

約をなしたるもの自身に，その信実（fides）を守ることを強制することはで

きないのである。」（刊）

　国際社会全体に対する一方的約東の場合には，その認知はr公然と」すなわ
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ち前世界に同時に伝わる方法でなされる必要があるのはいうまでもない。たと

えば「核実験事件」におけるフランスの演説や，ナチス・ドイツのヒトラーの

行った第二次大戦直前のオーストリア，オランダ，ベルギー，チェコスロヴァ

キアに対する一連の不可侵・保障宣言のようなものである（7ヨ〕。

　そして受益国の積極的な行為は必要とされない。なぜなら，その「一方的約

束」が「公然と」行われた場合は，他国がそれを信頼することが推定され，ま

た少なくとも将来の行動に影響を与えられるからである。Franck教授は次の

ように述べる。

　「おそらく，国際社会においては，諸国家間の決定的な相互依存性により，

ある国家が特定の約東の形でいうことは全て必然的に他の諸国家の現状認識・

将来予測・計画に影響を与えるであろうから，このような窮屈な，小さな世界

においては信頼は無意味になってきたのである。」（冊〕

　そして，国際社会全体に対する「一方的約東」は，その内容が国際社会の共

通利益（「共同体利益」）に合致してこそ，国際社会全体の信頼を得るであろう。

　この「共同体利益」が何を指すか，いまもって議論があるが，筆者としては，

国際平和の安全の維持・地球環境の保護（「核実験事件」）・集団殺害の禁止

（「ボスニア・ペルチェゴビナ対セルビア・モンテネグロの集団殺害防止条約

の適用に関する事件」一九九三年，国際司法裁判所仮保全措置）（刊〕，また，よ

り一般的な利益である，国際河川・国際運河の自由通航（一九五七年のスエズ

運河の自由通航に関するエジプトの宣言）（冊〕もこれに含めてもよいと思われる。

　この国際社会における「共同体利益」の根底には，国家間の相互依存性，ま

たは「社会的連帯性」という事実が存在すると考えられる。

　国家は単独では生きていけない（冊〕。よって，そこに分業が発生する。しかし，

分業の最も顕著な効果は，「規模の経済」という単に経済的なものではなく，

さまざまな機能を「連帯的」にしているということである。「分業の役割は，

現存の社会を美しくし改善することであるばかりではなく，連帯機能を有する

社会の存在を可能にすることでもある。」（η〕そして，現代国際社会は二一世紀

に向けて一層の分業体制に進んでいる。現在，もはや一国で一つの商品さえも

作れない。各国は，貿易を通じて原材料や部品などを調達しないかぎり生産で

きないほどにまでなってきている。今後，国家間の相互依存性，つまり「社会

的連帯性」はますます強固になっていくことが予想される。
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　このような状況下では，国家は絶対的な主権をもつ単独の存在ではなく，共

同体（COmmunity）の一員として存在することになる。その結果，国家は共

同体の利益の向上が自国の利益の向上につながることを意識するようになり，

こうして「共同体利益」が発生すると考えられる。そのように，「共同体利益」

に合致する，国際社会全体に対する一方的約束に関しては，少数の国家の拒否

は無意味と考えられる。なぜなら，その利益は，国際社会全体のものであるか

ら，ある一国が放棄しうる性質のものではないからである。たとえば，「核実

験事件」において，オーストラリアはフランスの一方的約東を全く信用しなかっ

た（冊〕。しかしこのような場合でも，依然，当該一方的約東の法的拘束力は存在

するであろう。

　5　一方的約束の法的拘束力の法的基礎

　そして，一方的約束の法的拘束力の基礎には，受益国の「信頼」があると思

われる。Suy教授も次のように述べる。・

　「ある法主体がその約束を信頼しその約束者を信用する旨を表明したとき，

実際には締結行為による受諾がなされるであろう諾成契約に関連しないけれど

も，r合意は拘束する」によって，その約束は法的拘束力を有するであろう。……

申込が法的拘束力を有するためには受諾されなければならないとするとき，約

束はそれが受信者に到達したときに受諾が行われ乱なぜなら，その時有利と

なる主体の信頼（confiance）がその基礎にあるからである。」㈹

　思うに，条約の締結行為は，次の二つに行為に分解できると思われる。それ

は，一方が他方に信頼を与える行為，そして後者が前者に信頼を与える行為で

ある。「一方的約東」は，その条約締結行為の片方が存在しない形態の約東と

考えられる。したがって，理論的には条約と同じであり，一方の行為によって

他方に信頼が発生すれば，前者は後者の信頼を保護しなければならないのであ

る。

　こう考えると，条約の法的拘束力の基礎と「一方的約東」の法的拘束力の基

礎には同じものが存在すると考えられる。っまりそれは，相手国の「信頼利益

の保護」である（島。〕。これに関して「核実験事件」判決は次のように述べている。

　「どのような法源であろうと，法的義務の創設及び履行を支える基本原則の

一つは信義誠実の原則である。信用と信頼は，国際協力に固有なものであり，
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多くの分野におけるこの協力がますます必要となりつつある時代においては特

にそうである。「合意は拘束する」の原則が信義誠実の原則に基礎をおいてい

るのと同様に，一方的宣言によって引き受けられる国際義務の拘束性もまた同

様であ私したがって，利害関係国は一方的宣言を認知し，それらの宣言を信

頼しうるのであり，このように創設された義務が尊重されるように要求するこ

とができるのである。」（宮1〕

　「信義誠実」が初めて登場したのは知る限りではローマ時代である。ローマ

法においては，法律行為の成立には厳格なr要式主義」・「属人主義」がとられ

ていたので，外国人が法的な取引を行うことが不可能であった。したがって，

ローマ人が外国人との取引を行う場合，法的な救済がないため相手を信頼する

しかなかった。これが「信義誠実」の起源である（昌里）。

　国際法においても，たとえば，ウィーン条約法条約二六条・国連憲章第二条

二項・友好関係原則宣言第七原則における条約の誠実な履行義務，条約法条約

三一条における条約の誠実な解釈義務，同一八条の条約の効力発生前に条約の

主旨，目的を失わせるような行為を行うことを禁止する規定などさまざまな場

面で同原則は国際法規則となっている（舳。

　その「信義誠実の原則」を法的拘束力とおくことに対して，Zoユ1θr教授は，

誠実な，真撃な，正直な精神を意味する「信義誠実」は道徳的な概念であって

法的拘束力の基礎とはなりえなず，それは法規範が言及している場合のみ紛れ

もなく法的原則になるにすぎないと反論する（盟㌧たしかに「信義誠実」を．同教

授が理解するようなものとしてとらえれば妥当とも思える。つまり，誠実に義

務を履行したが過失によって相手国に損害を与えた場合，違法行為は成立しな

いのかという問題に対しては否定的に答えられるのであり，r過失」の問題と

「信義誠実」は両立しないことになる（鋤。すなわち，法は善意であろうと悪意

があろうと守りさえすればよいのであって，「信義誠実」な精神とは無関係で

あるといえるだろう。

　だが，はたして「信義誠実の原則」をZo11er教授がとらえるように，完全

に内面的なもののみに限定できるのであろうか。かつて，トマジウスやケルゼ

ンなどは法と道徳を完全に分離する立場から，道徳を内面的な問題，法を外面

的な問題と理解した（朋〕。だが，道徳にもさまざまなものが考えられ，いくつか

のものは外部的な行為も要求するものもあるだろう。へ一ゲルは，法は外面的
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なものしか要求しないもの，道徳は外面的なものと内面的なものの両方を要求

するものとして考えている（鵬）。たしかに，約束を守るという行為は，たとえそ

れが悪意に基づいていたとしても，道徳に合致するものと評価されるであろう。

　こう考えると，「信義誠実の原則」といった場合，法を尊重するという誠実

な精神と約束に忠実である精神という，主観的概念と客観的概念が相互に補完

的関係にあるとみることができると思われ乞。そして後者の概念が一方的約束

の法的拘束力の基礎にあると考えられる（目7〕。Zo1Ier教授自身も，法的に国家を

拘束するのは名宛国の法的利益であると論じているが（舶〕，これが「客観的信義

誠実」であるととらえられる（朋）。

　国家実行においても，先に述べた「核実験事件」をはじめ，「WHO勧告意

見」（9。〕，「ブルキナファソ対マリ国境紛争事件」（釦），「国境でのそして国境を越え

ての武力紛争事件岬などにおいて，「客観的信義誠実」は国際法の基本原則の

一つであると承認されている。

　また，Rubin教授は「信義誠実の原則」を基礎におくと一方的約束が撤回不

能になりその結果，条約よりも義務が重くなってしまうと反論する（蝸）が，同原

則は永久に約東の廃棄を意味するのではなく，約束を撤回・変更する場合は相

手国に通告し（軸）その信頼・将来予想に支障を来さないようにする義務が生じる

と解されよう。

　たしかに，その法的拘束力を承認するにはr信義誠実の原則」のみでは不十

分でありそれを確保する制度的保障が必要かもしれない（肪〕。だが，そこには約

束国の意思という主権的要素が介在しているのであり（髄〕，またr拘束力」と

「実効性」の相違，および国際社会の相互依存性からくる何らかの非物質的，

精神的な「力」の要素も混入しうると考えれば，これを認めることも可能であ

ろう。

　Suy教授は次のように述べる。

　「国際関係の安全という究極の利益は，約束がその受益国によって認知され

たとき，その約束が法的に拘束することを要求するのである。そして，その利

益は，全ての国際関係を規律する信義誠実の原則（1e　principe　de1a　bonne

foi）の中に表されるのである。pactumの概念を広げることにより，約束の

源泉たる根本規範は，国際約定（1es　engagemen七s　intemationaux）が尊重さ

れることを命令する慣習法規範であるといえると思われる。」（馴〕
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　とくに，現在の国際社会における相互依存性の増大一「社会的連帯性」一は，

ますます相互の信頼関係の強化を要請するであろう。よって，いっそう「一方

的約束」の法的拘束性が正当化されるのであり，もはや「約束は拘束する」

（promissio　sunt　servanda）（眺〕という原則が国際社会には確立していると考

えられるのである。

四　結ぴ

　人問は，まず第一に他人との関係に立つ。そして第二に国家の成員でもある

（へ一ゲル）。よって，人間は他人に対する義務と国家に対する義務を有する。

同様に，国家も他の国家との関係に立つと同時に，国際社会の一員でもある。

ゆえに，他国に対する義務と国際社会に対する義務（ob1igation　erga　omnes）

の二つを有する。以前から，r合意は拘束する」と論じられてきたが，それは

前者の私的自治の関係における他国との義務の形成について妥当するのみであ

る。

　これまでに論じたように，真の「一方的約東」が作動する領域は「合意」の

形成が困難であるという特別事情がある場合にこそ存在する。多くの場合，そ

れは国際社会全体に対する義務負担の宣言であろう。その場合，真の「一方的

約束」またはr片約」は，右のうちの後者の義務，すなわちr社会的義務」を

自ら負う行為一非常に特殊である一である。「社会的義務」，それは国際社会の

利益すなわち「共同体利益」に合致するものでなくてはならない。なぜなら，

約束によって義務が発生するということはそれに対応する権利が国際社会に発

生する，そして，権利とは法によって守られる利益をいうのであるから，「共

同体利益」に合致しない表明は約束とはいえなくなるからである。

　それが法的拘束力を有するためには，まずその約束国の法的に拘束される

r意思」が必要である。そして，それが「公然と」行われれば，国際社会の

「信頼」は推定されるのであ孔また，これがr社会的な」ものであるゆえ，

少数の国の意思には左右されえないであろうし，その意味において「真の一方

的約東」といえるのである。その法的拘束力の基礎には，約束国の意思と国際

社会全体の信頼利益の保護が存在する。

　「核実験事件」判決が国際社会に与えた影響は大きい。政治家たちの発言は

一層慎重になったといえる（舶〕。それとともに，国際法秩序に対しても変化を与
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えた。時折，権利の発展は非常に進歩的な方法によって生じるのであり，たと

えば人権宣言によるように，対応する義務の具体的内容が与えられる前にそれ

は始まる。ω。国際法秩序はいまだ不完全である。同様に，権利に先行して義

務が発生し国際法体系の不完全性を補完する役割を果たすことも考えられ，一

方的約束はそのような意義を有しているともいえる。
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